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11月21日から名古屋市会11月定例会（12月8日までを予定）

高橋ゆうすけ議員、くれまつ順子議員、
さいとう愛子議員、江上博之議員が本会議で質問
名古屋市議会の11月定例会が11月21日から12月11日

の会期で始まりました。

48議案を提案
提案された議案は、「（いわゆる）ゴミ屋敷に関す

る条例の制定」などの条例案４件、補正予算案２件、

指定管理者の指定35件などの一般案件42件の48件で、

副市長など人事案件4件が追加される予定です。

給与改定案は提案されず
９月7日に市長に提出された人事委員会か

らの給与改定の勧告はまたも実施されず、

給与改定案は4年連続で見送られました。

12月1日からは委員会審議
11月28日からの本会議では日本共産党から４人の議

員が本会議質問を行います。12月1日からは委員会審議

が行われます。

日本共産党は市民のみなさんから寄せられたご意見

やご要望を市政に反映させるために全力を尽くします。

2017年11月議会日程

月日 曜 時間 会議 備考

11/21 火 11時 本会議
開会
補正予算、条例改正等の提案

11/28
～30

火
～木

10時 本会議
個人質問（高橋議員・くれまつ議
員・さいとう議員・江上議員）

12/1
～7

金
～木

10時
30分

委員会

1日は10時から3分演説（総環・教
子・土交・経水の４委員会のみ）
補正予算等の議案の審議
7日は委員会の意思決定

12/8 水 1時 本会議
補正予算等の採決
請願・意見書の採決

12/11 月 予備日

１１月議会の主な議案（補正予算を除く）

議案 内容

名古屋市住居の堆
積物による不良な
状態の解消に関す
る条例の制定

いわゆる、ゴミ屋敷条例。正当な理由がなく立
入調査を拒む者は３万円以下、命令に違反した
者は５万円以下の過料。

名古屋市体育館条
例の一部改正

利用料金を空調設備等の整備で値上げ。競技場
全面利用3時間は6800円→8900円、同バレーコー
トだけなら1500円→2000円など。

契約の締結（五条
川工場灰出し設備
改修等工事）

13億5000万円で三菱重工環境・化学エンジニア
リング株式会社中部支店に。2019年12月27日完
成予定

名古屋市屋外広告
物条例の一部改正

屋外広告物に点検の実施を義務付け、安全対策
を強化。まちの賑わい創出等に資する広告物の
規制を緩和

指定管理者指定
（３５件）

生涯学習センターや文化小劇場、スポーツセン
ター、公園など78施設（コミセン233、市営住
宅35、定住促進住宅39も含む）の指定管理者を
指定。3年から10年間で指定。

当せん金付証票の
発売

2018年度に市が発売する宝くじの発売総額を33
0億円以内とす

請願は11月30日（木）までにお願いします

一般会計補正予算の概要 （単位：千円）

事項 金額 説明

航空宇宙産業
海外販路開拓
強化事業

6,800
航空宇宙産業での地元企業の海外取引を拡
大するため、専門家による企業支援及び交
流会の開催等を県と連携して実施

ロボット等導
入支援人材育
成事業

5,000
中小企業等へのロボット・ＩoＴの導入を
支援する技術者の育成に向けた相談窓ロの
設置及び講座の開設準備

名古屋城天守
閣会計支出金

53,000
名古屋城天守閣事業資金の貸付（実施中の
天守台石垣調査に加え、石垣の背面や劣化
の状況等を詳細に把握するための調査）

中学校入学準
備金の支給

107,788
これまで入学後に支給していた入学準備金
を来年度の新中学1年生から入学前に支給

瑞穂公園陸上
競技場改築に
係る整備手法
等調査

18,000

老朽化が進んでいる瑞穂公園陸上競技を国
際的・全国的な大会の開催に必要な機能を
確保するための調査を追加。
整備手法調査(当初予算 9,000)に18,000を
追加し、27,000の調査

一般会計 計 190,588 国補助金は宇宙とロボットに590万円。

予算編成過程の公開から、議会事務局が予算要求した議会報告会の
開催（200万円）市会だよりの例月化（900万円）区役所等での議会

繰越明許費

事項 金額（千円）

賃貸方式による民間保育所の設置 395,016

認定こども園の整備補助 43,495

瑞穂公園陸上競技場改築に係る整備手法等調査 27,000

債務負担行為

事項 期間／限度額（千円） 説明

名古屋城天守閣天守台
石垣調査

30年度／287,000
調査が2カ年にわた
るため


